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○静岡市交通遺児等福祉手当条例施行規則 

平成15年4月1日 

規則第112号 

改正 平成17年3月31日規則第80号 

平成24年7月6日規則第68号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、静岡市交通遺児等福祉手当条例(平成15年静岡市条例第152号。以下「条

例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(認定の申請) 

第2条 条例第4条の規定による認定を受けようとする者は、交通遺児等福祉手当認定申請

書(様式第1号)に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

(1) 保護者及び遺児の戸籍謄本(住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第30条の45の外

国人住民にあっては、自己及び自己と同一の世帯に属する者に係る同条に規定する記載

事項並びに世帯主及び世帯主との続柄が記載された住民票の写し) 

(2) 災害等状況申立書(様式第2号) 

(3) 所得税が非課税であることを証明できる書類 

(4) 前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

2 民法(明治29年法律第89号)第877条第1項に規定する扶養義務者以外の者が遺児の保護

者であるときは、前項に掲げる書類のほか、遺児養育監護証明書(様式第3号)を提出しな

ければならない。 

(平24規則68・一部改正) 

(認定の通知) 

第3条 市長は、前条の規定による認定の申請があった場合において、受給資格の認定をし
たときは、交通遺児等福祉手当認定通知書(様式第4号)により申請者に通知する。 

(却下の通知) 

第4条 市長は、第2条の規定による認定の申請があった場合において、受給資格がないと

認めたときは、交通遺児等福祉手当認定申請却下通知書(様式第4号)により申請者に通知

する。 

(手当の支払) 

第5条 手当の支払日は、条例第6条第2項に規定する支払月の25日とする。ただし、支払日

が日曜日その他の休日のときは、その前日に支払うものとする。 
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(現況報告書の提出) 

第6条 受給者は、受給者及び遺児の現況について、現況報告書(様式第5号)に所得税が非課

税であることを証明できる書類を添付し、9月1日から同月10日までの間に、市長に提出

しなければならない。 

(届出義務) 

第7条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、交通遺児等福祉手当受給資格変
更届出書(様式第6号)を市長に提出しなければならない。 

(1) 受給者又は遺児が氏名又は住所を変更したとき。 

(2) 受給者が婚姻し、又は遺児が養子縁組したとき。 

(3) 受給者の障害の状況に著しい変化が生じたとき。 

(4) 遺児が死亡したとき。 

(5) 遺児が義務教育を修了したとき。 

(6) 遺児が条例第3条第2項の規定に該当したとき。 

(7) 受給者が遺児を養育し、又は監護しなくなったとき。 

(8) 手当の支払を受けるための金融機関を変更しようとするとき。 

2 受給者が死亡したときは、戸籍法(昭和22年法律第224号)の規定による死亡の届出義務

者は、前項に規定する変更届出書を市長に提出しなければならない。 

(受給資格喪失の通知) 

第8条 市長は、受給者の受給資格が喪失したと認めたときは、交通遺児等福祉手当受給資
格喪失通知書(様式第7号)により、受給者(受給者が死亡した場合にあっては、前条第2項

に規定する届出義務者とする。)に通知する。 

(身分を示す証明書) 

第9条 条例第10条第2項の規定により、当該職員が携帯すべき身分を示す証明書は、様式

第8号による。 

(手当の返還通知) 

第10条 市長は、条例第11条の規定により手当を返還させるときは、交通遺児等福祉手当

返還通知書(様式第9号)により受給者に通知する。 

2 受給者は、前項の通知を受けたときは、速やかに市長の指示に従い、手当を返還しなけ
ればならない。 

(備付書類) 

第11条 市長は、次に掲げる書類を作成し、常にその記載事項について整理するものとす
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る。 

(1) 交通遺児等福祉手当受給資格認定申請処理簿(様式第10号) 

(2) 交通遺児等福祉手当受給者台帳(様式第11号) 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成15年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日の前日までに、合併前の静岡市交通遺児等福祉手当条例施行規則(昭

和50年静岡市規則第2号)又は清水市交通遺児等福祉手当支給規則(昭和45年清水市規則第

5号)の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなさ

れたものとみなす。 

附 則(平成17年3月31日規則第80号) 

この規則は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年7月6日規則第68号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成24年7月9日から施行する。 
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様式第1号(第2条関係) 

(平24規則68・一部改正) 

様式第2号(第2条関係) 

(平24規則68・一部改正) 

様式第3号(第2条関係) 

(平24規則68・一部改正) 

様式第4号(第3条、第4条関係) 

(平17規則80・一部改正) 

様式第5号(第6条関係) 

(平24規則68・一部改正) 

様式第6号(第7条関係) 

(平24規則68・一部改正) 

様式第7号(第8条関係) 

様式第8号(第9条関係) 

様式第9号(第10条関係) 

様式第10号(第11条関係) 

様式第11号(第11条関係) 

 


